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新 … 本 年 度 か ら の 新 規 事 業

継 … 前 年 度 以 前 か ら の 継 続 事 業

拡 … 前 年 度 以 前 か ら 拡 充 し た 事 業

※ 詳しくは「平成27年度当初予算(案)の概要」にある「予算説明資料の見方」をご覧ください。

この内容に関するお問い合わせは …

　　〒786-8501　高知県高岡郡四万十町琴平町16-17

　四万十町役場　総務課（財政班）

　　　電　話　0880－22－3111（代表）
　　　Ｆａｘ　0880－22－3123
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【 一 般 会 計 】 単位： 千円

款 項 目
整理
Ｎｏ

重点
項目

人づく
り推進

補正予算額
説　明
ページ

別添資料
ペ ー ジ

所　管　課

2 1 4 38,148 1 企画課

2 1 6 ▲ 6,000 1 企画課

2 1 6 7,576 2 5 企画課

2 1 6 ② ○ 9,763 2 企画課

3 1 1 97,000 3 町民環境課

7 1 3 12,355 3 商工観光課

7 1 3 1,265 4 商工観光課

【基金・地方債の状況】

6 財政班

7 財政班

8 財政班

9 財政班

10 財政班

地方債残高見込（全会計）

平成27年度「地方債」発行限度額及び充当先一覧

地方債発行額及び公債費等の推移（一般会計）

平成27年度「特定目的基金」充当先一覧

各種基金の状況（全会計）

国民健康保険特別会計繰出金(財政調整)

地域博覧会推進事業

ふるさと交流センター備品格納庫等整備事業

人材育成推進事業

政 策 的 主 要 事 業 等 一 覧 （ 目 次 ）

事 業 名

自治体情報セキュリティ強化対策事業

ＪＲ予土線バイオトイレ設置事業

ふるさと支援推進事業

【公約重点４項目】 

 ① 子育て支援と定住促進 

 ② 産業人の育成・起業化と産業の発展 

 ③ 行政機能の強化と地域力の向上 

 ④ 福祉政策の推進 



平成27年度3月補正予算資料

単位：千円

単位：千円

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

○インターネットセグメントの分離
○二要素認証導入
○外部媒体制御
○メール無害化

　予土線の利用促進については、予土線利用促進対策協議会で各種取
組を実施しているが、トイレのない車両への不安からトイレ設置が長
年要望されてきた。このため、ＪＲとの協議を行ってきたが、トイレ
付車両への切り替えや現行車両へのトイレ設置は莫大な費用が掛かる
ため、不可能な状況となっている。
　こうした状況をもとにＪＲとの協議の結果、車両へのトイレ設置の
代替措置として駅ホームへ維持管理が容易なバイオトイレを設置し、
利用者の利便性向上を図る。

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

3,000 
▲ 3,000 

既決
今回 ▲ 6,000 ▲ 3,000 

6,000 3,000 

 　大正駅ホームへのバイオトイレ設置に向け、設置時の安全面を考慮
し、ＪＲへ全ての業務を委託する「協定工事」を前提に協議を進めて
きたが、整備内容や工事費等の協議に時間を要し、年度内での完成が
困難となったことによる減額【28年度当初予算で再計上】
　・バイオトイレ設置委託料　▲6,000千円

(政策的主要事業等の概要説明資料)

会　計　名 一般会計 款 2 項 1 目 4 目名 電算管理費

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

目名 企画費

■ 事業の目的(趣旨)

25,298 

計
■ 事業の目的(趣旨)

企画課
新・継

予 算 額

細節名称( 予算書説明欄 ) 予 算 額

そ の 他 一般財源 予算書頁 30 ページ　　～ 30

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
国 地 方 債 ページ新 県

自治体情報セキュリティ強化対策事業

既決
今回 38,148 6,450 

事　業　名 所 管 課 名

6,400 
0 0 節

6,400 0 25,298 38,148 6,450 0 

　

0 0 38,148 ― ― 38,148 

平25 平26 平27

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

計平28

　インターネットをはじめとする情報通信ネットワークや情報処理シ
ステムは、住民生活および社会経済のあらゆる面で利用拡大し、必要
不可欠な社会基盤となっている。しかし、世界的規模で生じているサ
イバーセキュリティに対する脅威が深刻化しており、不正アクセスや
新たな攻撃手法による重大な情報漏えい・破壊・改ざんが後を絶た
ず、サイバー攻撃への対策は重要課題となっている。
 平成27年5月に起きた年金機構情報漏えいを受け、国からは更なるセ
キュリティ対策が全市区町村に求められており、本町でも総務省が提
示した「自治体情報システム強靱性向上モデル」を参考にセキュリ
ティ強化を図る。

0 0 

0 

▲ 3,000

全
体
計
画
等

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱

6,000 0 6,000 

平28 平29 計

平29

事　業　名

計

一般財源

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

細節名称( 予算書説明欄 ) 予 算 額

13 ＪＲ予土線バイオトイレ設置委託料 ▲ 6,000

0 

節

0 0 

　

平25 平26 平27

0 0 

0 

会　計　名 一般会計 款

新・継
予 算 額

財 源 内 訳

1 目 6

歳 出 予 算 内 訳
国 県 地 方 債

2 項

そ の 他

ＪＲ予土線バイオトイレ設置事業 企画課

予算書頁 32 ページ　　～ 32 ページ

所 管 課 名

新

全
体
計
画
等

県 地域の交通維持支援事業費補助金

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

番号

38,148
自治体情報セキュリティ強化
対策委託料

13

6,450
地方公共団体情報セキュリ
ティ強化対策費補助金

国

町債 6,400
一般補助施設整備等事業債(情
報セキュリティ強化対策)

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

48
環境との調和を考慮した基盤
整備・生活環境づくり

②1

平成27年度国の補正予算(第１号)関連事業 

－ 1 －



平成27年度3月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

13

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

10,000

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

58

※27年度寄附見込額／742,800千円(3月補正額：20,000千円)
　◆寄附金額増加に伴う各手数料等の増
  　・特産品返礼品代／20,000千円×50％＝10,000千円
　　・ふるさとチョイス手数料／20,000千円×2%＝400千円
　　・ヤフー公金支払手数料／20,000千円×1%＝200千円
　　・ゆうちょ銀行支払手数料／5千円
    ・特産品発送管理業務委託料／10,000千円×12%＝1,200千円

　

8

9

全
体
計
画
等

寄附金額
28年度(目標)　700,000千円
29年度(目標)　800,000千円
30年度(目標)　900,000千円

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱

410,728 470,000 1,336,887 

番号

平28 平29 計平25 平26 平27

4 ② 都市住民との交流の促進 61

既決
今回 7,576 

計 451,937 0 0 0 451,937 

7,576 

9

一般財源

13

■ 事業の目的(趣旨)

444,361 

6 目名 企画費1 目項

10,000

所 管 課 名 企画課

▲ 89
▲ 2,500

12 605

▲ 100

8 ふるさと納税特産品代

ふるさと納税取扱手数料

▲ 50
ふるさと納税管理システム使用料

歳 出 予 算 内 訳

通行料・駐車料

ふるさと納税特産品発送管理業務委託料

普通旅費

11 印刷製本費

節

別添資料 頁 5

財 源 内 訳

31 ページページ　　～ 32予算書頁

款 2一般会計会　計　名

新・継

事　業　名 ふるさと支援推進事業

継

1,200

項 1款 目

県

444,361 

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

6 目名 企画費

ふるさと納税カタログ作成業務委託料

そ の 他

予 算 額

0 

▲ 210

▲ 900
ふるさと納税管理システム導入委託料 ▲ 380

1,209 

9,763 10,000 ▲ 237 

歳 出 予 算 内 訳
国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 30 ページ　　～ 32

財 源 内 訳

1,446 節 細節名称( 予算書説明欄 ) 予 算 額

予 算 額

1 人づくり委員会事務局員嘱託報酬

11,209 10,000 0 0 0 

人材育成推進事業委託料 3,761
その他事務費等

　人づくり戦略(方針)に基づく育成プログラムの確立に向け、国の補
正予算「地方創生加速化交付金」を活用し、先行的事案と推進体制の
確立を目指す。
(主な補正内容：地方創生加速化交付金対象)
　・人づくり委員会運営費(報償費、旅費等)…　564千円
　・就業支援研修制度(試行的雇用３名：臨時賃金等)… 5,443千円
　・高知大連携事業(指導及び講座開催委託料)…　4,011千円
　　　　　　　　　　　　　(計10,018千円うち交付金10,000千円)

全
体
計
画
等

(H27)　人づくり戦略(方針)策定
(H28)　人材育成担当部署設置、推進体制と取り組みの確立
(H29～)組織体制確立と継続的な運営

■ 補正内容(概要)等

11,209 

国 地方創生加速化交付金

120

62,949 

平28 平29 計

4 ④ 住民自らの手による地域づくりの促進

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

なし

378 3,844 451,937 

新・継

拡
既決

■ 補正内容(概要)等

10,186 39,000 

今回

■ 事業の目的(趣旨)

　人口減少社会を見据え、時代に適応した地域づくりを戦略的に進め
るためには、まちづくりの基盤である「人」の育成が重要である。地
域の特性や可能性を知り、愛着と誇りを持ち将来展望の実現に向け挑
戦する人材、現在及び未来を支える人材の育成を、政策間及び関係機
関連携のもと効果的な推進体制や仕組みを構築し総合的かつ継続的に
推進する。

研修旅費

人

14

　ふるさと納税制度については、平成27年4月より見直しがされ、寄附
金控除額の上限の見直しと申告手続きの簡素化が行われた。本町で
も、本制度を活用し、寄附金の獲得と地域特産品等や本町のＰＲ、特
産品返礼に伴う地産外商を目指した取り組みを行っている。

0 2,554 

臨時賃金

事　業　名 所 管 課 名 企画課

会　計　名 一般会計 2

154

計

1,446 

平25 平26 平27

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

四万十町ふるさと支援条例

人材育成推進事業 重

地 方 債
予 算 額

国

細節名称( 予算書説明欄 )

費用弁償

別添資料 頁

178

講師等謝金 250
250

普通旅費 16

人づくり委員会委員謝金

▲ 255
7 5,289

ふるさと納税イベント備品等借上料

ページ

平成27年度国の補正予算(第１号)関連事業 

－ 2 －



平成27年度3月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

単位：千円

全
体
計
画
等

Ｈ28年度　2016奥四万十博開催　H28年4月10日～12月25日 　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

平25 平26 平27 平28 平29 計

0 0 30,221 5,381 0 35,602 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

227
来訪者にうれしさとやすらぎを満喫し
てもらえる集客交流産業の振興

⑦3

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

・「奥四万十博覧会」の平成28年度市町村負担金を平成27年度地方創
生加速化交付金により財源の確保を行う。
　奥四万十博市町村負担金(5市町均等)11,969千円

・サテライトセンターに必要な看板、備品を整備。
　統一デザインによるセンター表示看板の作成　124千円
　備品購入(サイクリングスタンド、情報端末)　262千円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

国 地方創生加速化交付金 11,969
他 奥四万十博地域観光推進事業費補助金 172

262
■ 事業の目的(趣旨) 19 奥四万十博市町村負担金 11,969
　「奥四万十博覧会」開催による広域観光推進連携事業として、５市
町が連携して協議会を設置し、広域観光博覧会「奥四万十博」を開催
する。実施にあたり必要な経費の一部を関係市町村が負担する。

計 30,221 22,233 1,436 0 2,422 4,130 18 サテライトセンター備品購入費

予 算 額

今回 12,355 11,969 172 214 13 サテライトセンター看板作成委託料 124
既決 17,866 10,264 1,436 2,250 3,916 節 細節名称( 予算書説明欄 )

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 3 目名 観光費
事　業　名 地域博覧会推進事業 所 管 課 名 商工観光課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
拡 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 60 ページ　　～ 60 ページ

全
体
計
画
等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

2 ⑦ 支え合う地域づくりの推進 121

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

平25 平26 平27 平28 平29 計

70,000 40,000 182,500 160,000 160,000 612,500 

【繰出根拠基準の事業内訳】
　①国保財政赤字補填分(国保税増額抑制)
　　平成27年度単年度赤字見込額(下記②･③･④を除く)　 176,337千円
　②保険財政共同安定化事業拠出額超過分　　　　　　　　 6,012千円
　③療養給付費等地方単独事業減額分　　　　　　　　　　11,799千円
　④特定健康診査等事業費不足分　　　　　　　　　　　　11,021千円
　計(①＋②＋③＋④)　　　　　　　　　　　　　 　　　205,169千円
　うち、国民健康保険特別会計繰出金(財政調整)　　　 　182,500千円
　うち、国保財政調整基金取崩額　　　　　　　　　　　　22,669千円

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

■ 事業の目的(趣旨)

計 182,500 0 0 0 0 182,500 

　国保財政は、基金を毎年取り崩して財政運営を行うことを余儀なくされており、基金残高の減少に伴い、平成27年度に国
保税率の改定を行ったところであるが、すべてを国保税率の改定(税率UP)に求めることは被保険者の急激な経済負担の増加
につながることから、平成27年度当初において、一般会計からの繰り出しを増額実施することにより国保財政の収支均衡と
被保険者の経済的負担の軽減を図ったところである。しかしながら、平成27年度の医療費の伸びが当初の予想を超え、財政
運営を圧迫している状況となっている。被保険者に対しこれ以上の負担を求めることは困難であり、一般会計からの繰り出
しを更に増額して被保険者の負担軽減を図る。

97,000
国民健康保険特別会計繰出金
(財政調整)

28

予 算 額

今回 97,000 97,000 
既決 85,500 85,500 節 細節名称( 予算書説明欄 )

社会福祉総務費
事　業　名 国民健康保険特別会計繰出金(財政調整) 所 管 課 名 町民環境課

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
継 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 40 ページ　　～ 40 ページ

会　計　名 一般会計 款 3 項 1 目 1 目名

平成27年度国の補正予算(第１号)関連事業 

－ 3 －



平成27年度3月補正予算資料 (政策的主要事業等の概要説明資料)

単位：千円

　

全
体
計
画
等

　

総合振興計画(施策大綱・後期実施計画)の位置付け

理念 施 策 の 大 綱 番号

平25 平26 平27 平28 平29 計

0 0 1,265 0 0 1,265 

備 考 欄 ( 根 拠 法 令 ・ 条 例 等 )

―
来訪者にうれしさとやすらぎを満喫し
てもらえる集客交流産業の振興

⑦3

■ 補正内容(概要)等 別添資料 頁 なし

　①ふるさと交流センターボート格納庫の整備　1,195,495円
　②トイレ用センサースイッチの整備　68,904円

歳 入 「 特 定 財 源 」 内 訳

■ 事業の目的(趣旨)

　ふるさと交流センターは、キャンプやアウトドアを目的とする観光
客に人気が高く、特にラフティング(ボート下り)は収益の柱にもなっ
ている。しかし、既存の格納庫が狭く、連日利用する夏場はボートが
野ざらしとなり、日焼けによる痛みが激しいため、新たに格納庫を整
備し備品の延命と作業の効率化を図る。併せて、トイレの利便性を高
めるため、センサースイッチを整備する。

計 1,265 0 0 0 0 1,265 

予 算 額

今回 1,265 1,265 
既決 0 0 節 細節名称( 予算書説明欄 )

1,265
ふるさと交流センター備品格
納庫等整備工事費

15

会　計　名 一般会計 款 7 項 1 目 3 目名 観光費
事　業　名 所 管 課 名 商工観光課(十和地域振興課)

新・継
予 算 額

財 源 内 訳 歳 出 予 算 内 訳
新 国 県 地 方 債 そ の 他 一般財源 予算書頁 60 ページ　　～ 60 ページ

ふるさと交流センター備品格納庫等整備事業
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予算別添資料 ( ふるさと支援推進事業 )

１．平成27年度寄附件数及び寄附金額（平成28年2月、3月については見込み）

２．平成27年度歳出予算額 単位:千円

合計 451,937

ゆうちょ手数料 230 30円／1件
ふるさとチョイス手数料 14,856 寄附額の2％
事務費 13,444 郵送料、システム導入費、印刷費等

発送管理業務手数料 44,568 返礼品代の12％
ヤフー公金支払い手数料 7,439 寄附額の1％＋11千円(月額利用料）

項　　目 金　　額 備考(予算計上根拠)
返礼品代（送料込み） 371,400 寄附金額の50％

合計 742,800,000 38,474

1月 31,402,001 1,708
2・3月
見込み

11月 110,052,777 5,641
12月 340,937,202 14,958

9月 76,190,203 4,987
10月 78,307,522 4,800

7月 11,799,681 797
8月 26,964,891 1,869

5月 360,000 17
6月 4,185,830 273

寄附金額（円） 寄附件数
4月 1,072,606 24

61,527,287 3,400

（月別） 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000単位:千円 

（寄附額） 

寄附件数 

寄附金額 

単位：件 

（寄附件数） 
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各種基金の状況（全会計）　 単位：千円

平成26年度 平成27年度

末残高 末残高見込

利子積立 予算積立

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ（B+C-D+E） Ｇ（A+F）

(26) (26) (26)

2,724,521 10,174 350,000 360,174 3,084,695 

1,019,835 3,702 19,500 ▲ 15,798 1,004,037 

(119,400) (▲ 41,878) (161,278) (161,278)

3,643,548 9,114 1,229,149 517,672 720,591 4,364,139 

(100,000) (100,000) (100,000)

1,384,697 4,986 142,049 147,035 1,531,732 

132,263 312 312 132,575 

24,568 82 82 24,650 

350,957 1,246 1,246 352,203 

22,435 85 85 22,520 

6,711 24 24 6,735 

(7,200) (▲ 7,200) (▲ 7,200)

323,780 1,137 99,300 ▲ 98,163 225,617 

971,100 107,900 107,900 1,079,000 

(20,000) (▲ 13,994) (33,994) (33,994)

37,661 133 742,800 116,688 626,245 663,906 

85,000 85,000 

(▲ 21,084) (21,084) (21,084)

220,068 773 211,600 242,584 ▲ 30,211 189,857 

(▲ 600) (▲ 14,000) (13,400) (13,400)

84,308 336 24,800 59,100 ▲ 33,964 50,344 

(26) (119,400) (▲ 41,878) (161,304) (161,304)

7,387,904 22,990 1,229,149 537,172 350,000 1,064,967 8,452,871 

210,496 720 720 211,216 

120,585 199 199 120,784 

350 350 

331,431 919 919 332,350 

(26) (119,400) (▲ 41,878) (161,304) (161,304)

7,719,335 23,909 1,229,149 537,172 350,000 1,065,886 8,785,221 

(▲ 25,258) (25,258) (25,258)

113,583 341 22,669 ▲ 22,328 91,255 

(3) (3) (3)

10,426 34 34 10,460 

(19) (4,007) (▲ 3,988) (▲ 3,988)

5,713 19 4,007 ▲ 3,988 1,725 

97,485 340 5,000 ▲ 4,660 92,825 

(22) (▲ 21,251) (21,273) (21,273)

227,207 734 31,676 ▲ 30,942 196,265 

(48) (119,400) (▲ 63,129) (182,577) (182,577)

7,946,542 24,643 1,229,149 568,848 350,000 1,034,944 8,981,486 

会
計
区
分

基 金 名

平 成 27 年 度

積 立 額
取 崩 額

歳計剰余
金 処 分

計
(年度中増減)

農 業 集 落 排 水 事 業 基 金

新 し い 町 づ く り 基 金

合併特例債まちづくり基金

ふ る さ と 支 援 基 金

園 芸 作 物 価 格 安 定 基 金

過疎地域自立促進特別事業基金

十 和 診 療 所 財 政 調 整 基 金

介
護

介 護 財 政 調 整 基 金

防 災 ま ち づ く り 基 金

積 立 基 金 計

定

額

運

用

基

金

土 地 開 発 基 金

奨 学 資 金 貸 付 基 金

県 証 紙 基 金

積

立

基

金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

施 設 等 整 備 基 金

特 別 会 計 合 計

基 金 総 合 計

注）上段(　)書きは今回補正額

一 般 会 計 合 計

特

別

会

計

国

保

国 保 財 政 調 整 基 金

国 保 高 額 療 養 費 貸 付 基 金

診

療

所

大 正 診 療 所 財 政 調 整 基 金

一

般

会

計

ふ る さ と 創 生 基 金

地 域 振 興 基 金

地 域 福 祉 基 金

中山間ふるさと水と土保全基金

定 額 運 用 基 金 計
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☞ 平成27年度「特定目的基金」充当先一覧 単位: 千円

補正前 今回補正額 補正後

2 1 6
100 100 

2,000 2,000 

3 1 2
5,832 5,832 

3 1 4
24,326 24,326 

3 1 8
0 500 500 

4 1 5
79,294 ▲ 8,128 71,166 

6,761 ▲ 6,761 0 

8,369 395 8,764 

10 2 1
2,852 2,852 

3 1
1,148 1,148 

130,682 ▲ 13,994 116,688 

4 1 6
2,700 ▲ 100 2,600 

9 1 4
55,000 55,000 

10 1 2
34,400 7,300 41,700 

92,100 7,200 99,300 

3 1 1
52,500 500 53,000 

2
15,600 15,600 

4 1 1
2,660 2,660 

6
20,000 ▲ 1,000 19,000 

3
6,000 ▲ 545 5,455 

2 1
100 100 

5 1 1
79,708 ▲ 9,139 70,569 

6 1 3
4,500 ▲ 250 4,250 

2 2
60,000 ▲ 10,000 50,000 

10,000 ▲ 650 9,350 

10 6 1
12,600 12,600 

263,668 ▲ 21,084 242,584 

9 1 4
3,000 ▲ 3,000 0 

6,000 ▲ 6,000 0 

14,100 ▲ 5,000 9,100 

50,000 50,000 

73,100 ▲ 14,000 59,100 

特定目的基金 559,550 ▲ 41,878 517,672 

<参考> 施設等整備基金の運用状況

平成23年度
1,190,012 

平成24年度
1,331,601 

平成25年度
1,596,349 

平成26年度
1,384,697 

平成27年度
1,531,732 

H23～27計

内 容

3,937 300,089 

3,881 321,708 うち大規模改修等 275,000 ▲ 184,000 庁舎、汚泥再生処理ｾﾝﾀｰ等

5,700 489,048 
 うち大規模改修等 200,000
 うち元気交付金   260,000 ▲ 230,000 本庁舎

うち大規模改修等 250,000 ▲ 180,300 本庁舎用地購入

6,263 43,085 ▲ 261,000 元気交付金

4,986 142,049 

24,767 1,295,979 ▲ 855,300 

基 金 充 当 額

年　　　度
積 立 状 況 取 崩 状 況 年 度 末

基金残高利子積立額 予算積立額 内 容 取 崩 額

計　

計　

津波避難路等整備費補助

防災施設等整備事業
 デジタル簡易無線中継局整備
 音声告知設備整備

木造住宅及び避難所等耐震化促進事業 地区集会所耐震化経費補助(単独分)

四万十川桜マラソン事業 実行委員会補助

計　

防災まち
づ く り
基　　金

自主防災育成事業 資機材等整備・活動経費補助事業

津波避難対策推進事業

新規就農者定着促進事業 壮年就農給付、農業後継者支援給付金

シイタケ生産体制整備事業
 栽培指導等委託料、原木伐採及び購入
 鳥獣害防除対策等補助金　など

過疎地域
自立促進
特別事業
基　　金

あったかふれあいセンター事業

妊婦健康診査通院費助成事業

業務委託

在宅介護手当

業務委託

四万十川流域豊かな森林保全整備事業 作業道開設、搬出・切捨間伐補助

在宅介護手当

24時間健康医療電話相談事業

地球温暖化対策設備設置事業 設置補助金

妊婦一般健康診査通院費助成

四万十川一斉清掃事業 清掃用品等

雇用創出事業 委託料及び補助金

乳幼児・児童医療費助成事業 医療費助成

大正診療所管理運営事業 大正診療所特別会計繰出金

木造住宅及び避難所等耐震化促進事業 地区集会所耐震化経費補助(補助分)

机、椅子整備

計　

新 し い
町づくり
基    金 校務用パソコン等整備事業 学校校務用パソコン等更新委託、LAN配線工事

計　

四万十町地球温暖化対策事業 四万十町地球温暖化対策実行計画策定

基 金 名 款 項 目 事 業 名 事 業 内 容

ふるさと
支援基金

生活交通再編事業 ふるさと停留所設置原材料費(路線バス)

木の香るまちづくり推進事業（中学校）

四万十町よさこい踊り子隊支援事 出場経費補助

木の香るまちづくり推進事業（小学校） 机、椅子整備

十和診療所管理運営事業 十和診療所特別会計繰出金

大道へき地診療所管理運営事業 大道へき地診療所特別会計繰出金

大正老人福祉センター改修事業  空調設備等整備

高齢者等外出支援事業 福祉タクシー・バス利用助成
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☞ 平成27年度「地方債」発行限度額及び充当先一覧

単位: 千円

款 項 目 補 正 前 今回補正額 補 正 後

2 1 4 情報セキュリティ強化対策事業 0 6,400 6,400 
【国補】

0 6,400 6,400 

8 4 2 公営住宅建設事業 22,900 22,900 

22,900 0 22,900 

11 1・2 － 現年発生補助災害復旧事業 76,800 ▲ 4,600 72,200 

過年発生補助災害復旧事業 51,500 600 52,100 

128,300 ▲ 4,000 124,300 

2 1 3 合併特例債まちづくり基金造成事業 102,500 102,500 

9 1 4 津波避難対策推進事業 60,500 700 61,200 

防災活動拠点施設整備事業 31,300 ▲ 2,700 28,600 

10 3 1 学校施設大規模改修事業（中） 68,800 68,800 

263,100 ▲ 2,000 261,100 

9 1 3 消防屯所耐震改修事業 15,600 15,600 

4 津波避難対策推進事業 3,300 ▲ 700 2,600 

10 3 1 学校施設非構造部材耐震化事業（中） 2,400 2,400 

21,300 ▲ 700 20,600 

10 2 1 学校施設非構造部材耐震化事業（小） 16,300 16,300 

3 1 学校施設非構造部材耐震化事業（中） 16,400 ▲ 300 16,100 

32,700 ▲ 300 32,400 

2 1 6 集落活動センター整備事業 27,200 27,200 

コミュニティ施設整備事業 39,100 39,100 

集会施設整備助成事業 9,900 ▲ 900 9,000 

9 携帯電話等エリア整備事業 44,000 ▲ 12,100 31,900 

3 1 8 低廉な高齢者生活支援住宅整備事業 79,700 79,700 
【創】

2 8 興津児童館改修事業 15,200 15,200 

4 1 7 斎場災害対策設備整備事業 24,500 ▲ 1,400 23,100 

6 1 3 次世代施設園芸導入加速化支援事業 50,000 50,000 
【創】

2 2 木質バイオマス利用推進事業 145,000 145,000 
【創】

7 1 3 大正観光物産センター施設整備事業 5,500 5,500 

8 2 3 橋梁耐震補強事業 37,400 37,400 

町道改良事業 124,600 124,600 

9 1 4 町道改良事業（津波避難路） 7,500 7,500 

609,600 ▲ 14,400 595,200 

2 1 3 過疎地域自立促進特別事業基金造成事業 201,000 201,000 

4 2 2 旧美化センター解体撤去事業 146,500 ▲ 31,000 115,500 

8 2 3 橋梁一括点検調査事業 22,700 22,700 

370,200 ▲ 31,000 339,200 

979,800 ▲ 45,400 934,400 

－ － － 臨時財政対策債 456,300 456,300 

456,300 0 456,300 

1,904,400 ▲ 46,000 1,858,400 

【参 考】 194,800 

【国補】＝国の補正予算（第１号）分 236,300 

【創】＝ 過疎対策事業債「地方創生特別分」 2,045,336 

▲ 228,436 

20,716,853 

本年度「公債費(元金償還金)」見込額

本 年 度 「 地 方 債 増 減 」 見 込 額

本 年 度 末 「 地 方 債 残 高 」 見 込 額

興津地区津波避難タワー屋根設置

 打井川(奥打井川)・大道(向畑)・
 十川(白井川)地区

興津児童館

13路線

過 疎 対 策 事 業 債 計

トイレ改修

1橋

1路線

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ハ ー ド 分 ］ 計

繰 越 明 許 額

臨時財政
対 策 債

※一般財源のため充当事業なし

臨 時 財 政 対 策 債 計

一 般 会 計 ／ 現 年 度 分 発 行 限 度 額 計

一般会計／前年度繰越分 借入見込額計

過

疎

対

策

事

業

債

ハ

ー

ド

分

仁井田地区・大正中津川地区

志和地区

地区集会施設整備事業補助金

金上野地区

 非常用発電機等購入、待合室増設
 多目的トイレ設置　等

施設整備補助金

 施設整備補助金

ソ

フ

ト

分

過疎地域自立促進特別事業基金造成

旧美化センター解体撤去

橋梁一括点検調査

過 疎 対 策 事 業 債 ［ ソ フ ト 分 ］ 計

緊急防災
・ 減 災
事 業 債

大奈路分団屯所

大正中

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 計

全国防災
事 業 債

米奥小・興津小

興津中・北ノ川中・十川中

全 国 防 災 事 業 債 計

合併特例
事 業 債

合併特例債まちづくり基金造成

志和地区

大正地区

十川中体育館

合 併 特 例 事 業 債 計

災害復旧
事 業 債

公共土木施設・農林水産施設

公共土木施設・農林水産施設

災 害 復 旧 事 業 債 計

公営住宅
建　　設
事 業 債

北琴平町第１団地改修

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 計

一般補助
施設整備
等事業債

委託料

一 般 補 助 施 設 整 備 等 事 業 債

■一般会計／現年度分

起 債 の
目　　的

歳出予算科目
充 当 事 業 名 補正後の主な事業内容等

起 債 発 行 限 度 額
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 債

と
は
…

 

  
本
来
、
地
方
交
付

税
で
措
置
さ
れ
る
べ

き
額
に
つ
い
て
、
国

の
財
政
事
情
が
厳
し

い
こ
と
か
ら
、
臨
時

的
に
地
方
債
と
し
て

配
分
さ
れ
る
も
の
。

 

 
後
年
度
に
、
元
利

償
還
金
の
全
額
が
地

方
交
付
税
と
し
て
措

置
(交

付
)さ

れ
る
。
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